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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

３ 純資産額の算定にあたり、第80期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。 

４ 連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来千円単位で記載しておりましたが、当中間連結

会計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 11,767 17,390 12,753 24,017 27,565

経常利益 (百万円) 799 2,427 2,865 2,152 3,744

中間(当期)純利益 (百万円) 345 1,297 1,616 984 1,824

純資産額 (百万円) 54,280 48,731 50,170 47,925 48,979

総資産額 (百万円) 110,703 123,882 156,440 126,622 136,684

１株当たり純資産額 (円) 848.34 760.02 779.71 747.05 762.38

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 5.41 20.26 25.14 14.18 28.45

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 5.40 20.22 25.04 14.13 28.33

自己資本比率 (％) 49.0 39.3 32.1 37.8 35.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,049 8,341 △2,019 △4,870 6,558

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,829 △472 △14,034 △14,057 △4,405

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,361 △3,860 17,811 12,380 3,980

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,598 6,298 10,233 2,290 8,426

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
374 

［299］
364 

［287］
364 

［288］
373 

［315］
360 
[273］



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれていません。 

２ 提出会社の経営指標等の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益、潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しています。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

４ 純資産額の算定にあたり、第80期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。 

５ 財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来千円単位で記載しておりましたが、当中間会計期間

より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

  

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,107 13,999 9,462 16,927 20,843

経常利益 (百万円) 857 2,453 2,811 2,217 3,712

中間(当期)純利益 (百万円) 447 1,406 1,598 1,225 2,080

資本金 (百万円) 14,120 14,120 14,120 14,120 14,120

発行済株式総数 (株) 68,323,613 68,323,613 68,323,613 68,323,613 68,323,613

純資産額 (百万円) 53,057 47,772 49,338 46,841 48,165

総資産額 (百万円) 108,401 121,903 150,865 124,703 131,423

１株当たり配当額 (円) 4.50 5.00 6.00 10.00 11.00

自己資本比率 (％) 48.9 39.2 32.7 37.6 36.6

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
91 
[18］

98 
［15］

108 
［16］

96 
［16］

98 
［16］



２ 【事業の内容】 

  
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社９社、関連会社１社で構成され、ビル賃

貸事業、資産開発事業、住宅分譲事業、飲食事業、建築内装事業、ビルマネジメント事業、その他の事

業として給与業務の受託等のビジネスサポート事業等を主な内容としております。 

 なお、関連当事者としては、株式会社産業経済新聞社、その他の関係会社としては株式会社フジテレ

ビジョンがあります。 

 当社グループの事業に関わる位置付けは次の通りであります。 
  

 
東京都内及び大阪・広島において、オフィスを主とする当社の単独又は共同所
有ビルを直接賃貸し、他のビル所有者からビルを賃借し、これを転貸するほ
か、東京サンケイビルで貸会議室・貸ホールを運営しております。 

 
収益用不動産の開発、取得及びファンドの運用や資産活用コンサルティング事
業等を行っております。 

 
匿名組合契約方式による不動産を信託財産とする信託受益権の取得、保有及び
不動産開発等を行っております。 

 
マンション等住宅関連の開発及び分譲事業を行っております。 

 
東京サンケイビル及び一般のビルにおいて店舗を持ち、飲食事業を行っており
ます。 

 
当社所有ビルの建物設備工事を行い、その他一般に対し建築工事全般及び展
示、装飾等イベントの設営、舞台装置の製作を行っております。 

 
当社所有ビル並びにその他一般のビルに対して、プロパティマネジメント事業
や、ビルマネジメント事業に係わるマネジメント業務や営業業務を行います。

 
当社所有ビル並びにその他一般のビルに対して、建物機械設備の維持管理、警
備、清掃及び修繕工事を行っております。 

 
当社所有ビル並びにその他一般のビルに対して、清掃、メンテナンス業等を行
っております。 

 
人材派遣及び給与業務の受託等、ビジネスサポート事業を行っております。 

  
  (注) 1 上記事業区分と事業の種類別セグメント情報における事業区分とは、同一であります。なお、「第２ 事

業の状況」の「１ 業績等の概要」に記載の通り、当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントで前
連結会計年度までの「ビル事業」を、収益用不動産の開発・運営に関わる事業収益が連結業績においてウ
エイトを増したため分割し、「ビル賃貸事業」と「資産開発事業」に区分致しました。また、「ビル管理
事業」につきましては、本年４月にビル管理事業の経営効率化と収益力向上を図るため、当社出資による
ビルマネジメント会社である株式会社サンケイビルマネジメントを設立し、従来当社で行っていたプロパ
ティマネジメント業務を同社に移管し、事業名称を「ビルマネジメント事業」に変更致しました。 

 2 平成19年４月２日付で、当社出資による株式会社サンケイビルマネジメントを設立致しました。当新設会
社は、新たにプロパティマネジメント業務を行うほか、株式会社サンケイビルメンテから一部事業譲渡を
受け、ビルマネジメント事業に係わるマネジメント業務や営業業務を行います。なお、設備管理・警備・
清掃業務等の現業務は、従来通り株式会社サンケイビルメンテが行います。 

 3 平成19年４月１日付で、株式会社サンケイビルクリーンサービスは事業領域を清掃業務中心からメンテナ
ンス業務全般に拡大するに伴い、商号を株式会社サンケイビルメンテナンスサービスに変更致しました。
なお、現在大阪エリアを中心とする営業区域を東京エリアへ拡げ、本店所在地を大阪から東京に変更致し
ました。 

  

・ビル賃貸事業…… 株式会社サンケイビル

・資産開発事業…… 株式会社サンケイビル

有限会社オー・エム・シー・ビー開発

・住宅分譲事業…… 株式会社サンケイビル

・飲食事業………… 株式会社サンケイ会館

・建築内装事業…… 株式会社サンケイビルテクノ

・ビルマネジメント 
 事業………………

株式会社サンケイビルマネジメント

株式会社サンケイビルメンテ

株式会社サンケイビルメンテナンスサービス

・その他の事業…… 株式会社ヒューメディアジャパン



３ 【関係会社の状況】 

  

平成19年４月２日付で、当社出資による株式会社サンケイビルマネジメントを設立致しました。当新設

会社は、新たにプロパティマネジメント業務を行うほか、株式会社サンケイビルメンテから一部事業譲渡

を受け、ビルマネジメント事業に係わるマネジメント業務や営業業務を行います。 

  

 
  (注) 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［  ］内に当中間連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しています。 

２ 臨時従業員は、パートタイマーの従業員及び派遣社員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［  ］内に当中間会計期間の平均雇用人員を外数で記載していま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

  

名称 住所

資本金又は 

出資金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有 

割合(％)

(連結子会社)

㈱サンケイビルマネジメント 東京都千代田区 50
ビルマネジメント

事業
100.0 ―

当社所有の建物のプロパティマネ

ジメント業務等を行っています。

役員の兼任…１名、設備の賃貸

借…建物賃借

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ビル賃貸事業
80

［ 13］

資産開発事業
15

［  2］

住宅分譲事業
13

［ 1］

飲食事業
47

［233］

建築内装事業
48

［  7］

ビルマネジメント事業
154

［ 32］

その他の事業
7

［ 0］

合計
364

［288］

従業員数(名)
108 

［ 16］



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益が高い水準を維持し、引き続き好調に推移しまし

た。通期においても堅調に拡大傾向が持続すると予想されるものの、米国サブプライムローン問題に

端を発した金融市場の変動等により海外経済の先行きに不確実性が高まっており、国内経済の景気動

向にも充分に留意する必要があるものと思われます。 

 当不動産業界におきましては、オフィスビル賃貸市場では、低水準で推移した空室率に下げ止まり

感があるものの、好調な企業業績を反映し、都心部においては依然オフィス需要は堅調であり、賃料

水準も緩やかながら上昇傾向が持続しております。不動産取引市場では、収益用不動産の取引は活発

に行われておりますが、取引価格は引き続き上昇傾向にあります。さらに、マンション分譲において

は、用地取得費用の上昇等に伴い販売価格は上昇しているほか、立地やグレード等の違いにより物件

毎の販売状況にも差が出始めており、事業を取り巻く環境は予断を許さないものとなっております。

当社グループはこのような事業環境の変化に柔軟に対応しつつ、積極的に開発事業への取り組みを推

し進めております。 

  

当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントで前連結会計年度までの「ビル事業」を、収益用

不動産の開発・運営に関わる事業収益が連結業績においてウエイトを増したため分割し、「ビル賃貸

事業」と「資産開発事業」に区分致しました。また、「ビル管理事業」につきましては、本年４月に

ビル管理事業の経営効率化と収益力向上を図るため、当社出資によるビルマネジメント会社である株

式会社サンケイビルマネジメントを設立し、従来当社で行っていたプロパティマネジメント業務を同

社に移管し、事業名称を「ビルマネジメント事業」に変更致しました。 

 上記変更により、当中間連結会計期間より事業区分を「ビル賃貸事業」「資産開発事業」「住宅分

譲事業」「飲食事業」「建築内装事業」「ビルマネジメント事業」「その他の事業」の7つの事業区

分とすることとしております。 

  

当中間連結会計期間の連結業績は、前中間連結会計期間に計上した分譲マンションの売上が当中間

連結会計期間にはなかったことから、売上高は前年同期比46億37百万円減、26.7％減収の127億53百

万円となりましたが、利益面では、ビル賃貸事業、資産開発事業の増益が寄与し、営業利益は前年同

期比5億22百万円増、18.2％増益の33億91百万円、経常利益は前年同期比4億38百万円増、18.0％増益

の28億65百万円、中間純利益は前年同期比3億19百万円増、24.5％増益の16億16百万円となりまし

た。 

  



② セグメント別の概況 

各セグメント別の業績は以下のとおりとなっておりますが、対比における前年同期のセグメント別

の業績も当中間連結会計期間における変更に合わせて組み替えております。 

 
  

(注) １ 変更の詳細は、「第５ 経理の状況」の「１ 中間連結財務諸表等」の「注記事項（セグメント情報）」に

記載のとおりであります。 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ 各セグメント毎の部門別売上高実績は、以下のとおりであります。 

  

（ビル賃貸事業） 

賃料水準の上昇により主力の東京サンケイビル、日比谷サンケイビル他既存ビルのほぼすべてで増

収となったものの、昨年10月に契約を終了した大型サブリース物件の減収により、売上高は前年同期

比3億39百万円減、5.5％減収の58億33百万円となりました。しかしながら、営業利益では、増収によ

る利益分が寄与したことにより、前年同期比2億20百万円増、14.4％増益の17億40百万円となりまし

た。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  ３ その他には、業務受託等があります。 

  

（資産開発事業） 

匿名組合出資損益分配に係る売上は減収となったものの、収益用不動産の売却収入計上により売上

高は前年同期比21億5百万円増、141.2%増収の35億95百万円で、営業利益は前年同期比8億1百万円

増、59.8%増益の21億40百万円となりました。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  

(単位：百万円)

事業の種類別 
セグメントの名称

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

売上高 営業損益 売上高 営業損益

ビル賃貸事業 6,172 1,520 5,833 1,740

資産開発事業 1,490 1,339 3,595 2,140

住宅分譲事業 6,241 317 ― △ 147

飲食事業 985 2 957 39

建築内装事業 1,401 △ 15 1,378 17

ビルマネジメント事業 2,026 32 2,009 22

その他の事業 136 3 157 4

消去又は全社 △ 1,063 △ 331 △ 1,177 △ 426

計 17,390 2,869 12,753 3,391

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

不動産賃貸 5,599 5,237 △ 6.5

貸ホール・会議室の運営 537 546 1.6

その他 35 50 40.2

計 6,172 5,833 △ 5.5

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

投資収益 1,478 3,524 138.4

フィー収入 12 70 486.9

計 1,490 3,595 141.2



（住宅分譲事業） 

当連結会計年度は下期に物件が竣工する予定で、当中間連結会計期間では前中間連結会計期間に売

上計上した62億41百万円が減収となり、営業利益も前中間連結会計期間の3億17百万円に対して1億47

百万円の営業損失となりました。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  

（飲食事業） 

本年４月に出店した新規店舗及び業態変更した店舗による増収はあったものの、不採算店舗の閉店

等による減収により、売上高は前年同期比28百万円減、2.8％減収の9億57百万円となりましたが、不

採算店舗閉店による利益率の向上とケータリング部門の好調、及びコスト管理の強化により営業利益

は前年同期比37百万円増益の39百万円となりました。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  ３ その他には、ケータリング事業等があります。 

  

（建築内装事業） 

イベント展示会のブース設営業務で前中間連結会計期間に計上した大型の受注がなく、売上高は前

年同期比23百万円減、1.6％減収の13億78百万円となりましたが、原価率の改善を徹底し、営業損益

は前中間連結会計期間15百万円の損失に対して17百万円の利益計上となりました。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  ３ その他には、テレビ番組の装置設営等があります。 

  

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

マンション分譲 6,241 ― △ 100.0

計 6,241 ― △ 100.0

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

宴会部門 125 135 7.8

店舗部門 796 745 △ 6.4

その他 63 76 21.5

計 985 957 △ 2.8

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

イベント設営部門 833 783 △ 6.1

建築工事部門 499 528 5.8

その他 67 66 △ 1.3

計 1,401 1,378 △ 1.6



（ビルマネジメント事業） 

事業再編による経営効率化に継続して取り組んでおりますが、当中間連結会計期間においては、前

中間連結会計期間に計上した大型の設備関連工事の受注がなく、売上高は前年同期比17百万円減、

0.9％減収の20億9百万円となり、営業利益も前年同期比10百万円減、30.2％減益の22百万円となりま

した。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  

（その他の事業） 

その他の事業につきましては、人材派遣及び業務受託等のビジネスサポート事業で、売上高は前年

同期比21百万円増、15.1％増収の1億57百万円となり、営業利益は前年同期比1百万円増の4百万円と

なりました。 

 
  (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２ 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。 

  

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

建物管理部門 1,604 1,676 4.5

修繕工事部門 328 263 △ 20.0

プロパティマネジメント部門 94 69 △ 25.8

計 2,026 2,009 △ 0.9

区分
前中間連結会計期間
売上高 (百万円)

当中間連結会計期間
売上高 (百万円)

前年同期比 
(％)

ビジネスサポート事業 136 157 15.1

計 136 157 15.1



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ、

18億7百万円増加し102億33百万円となりました。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、20億19百万円の資金の減少

（前年同期比△103億60百万円）となりました。これは、税金等調整前中間純利益28億52百万円、減

価償却費11億29百万円があったものの、分譲マンション用地取得に伴うたな卸資産44億46百万円、前

渡金6億86百万円の増加と法人税等の支払9億58百万円等によるものです。 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、140億34百万円の資金の減少

（前年同期比△135億62百万円）となりました。これは、西梅田プロジェクト建設費等の有形固定資

産の取得による支出101億45百万円、長期営業目的有価証券の取得による支出34億77百万円等による

ものです。 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、178億11百万円の資金の増加

（前年同期比＋216億71百万円）となりました。これは、社債発行による資金の増加99億47百万円と

短期・長期併せた借入金の借入れと返済の差額による収入81億95百万円、配当金の支払い3億84百万

円等によるものです。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 
  

生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」の「(1) 業績」に関連付けて記載して

おります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた問題は、ありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,323,613 同左

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 68,323,613 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  

①新株予約権（平成14年６月27日 定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、以下のとおりでありま
す。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ
り生ずる１円未満の端数は切り上げとします。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予約権証券の

行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整により
生ずる１円未満の端数は切り上げとします。 

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 67 (注)１ 57 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 67,000 57,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 373 (注)２ 同左 (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成23年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格  373
資本組入額 187

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の譲渡、質入及び担保権の設定は
認めない。

②新株予約権の割当を受けた者が、次に該当す
る場合はその権利を喪失する。

 ⅰ 禁固以上の刑に処せられた場合
 ⅱ 懲戒解雇となった場合
 ⅲ サンケイビル及びサンケイビルグループ

各社と競合する業を営む会社の役職員に
なった場合

 ⅳ 付与後、権利行使期間開始日前に自己都
合で退職した場合(ただし、死亡退職の
場合を除く。なお、権利開始日以降の自
己都合退職は上記ⅲ 以外の場合は権利
を喪失しない。)

③新株予約権の割当を受けた者が死亡した場
合、相続人による権利の相続を認める。

④新株予約権に関するその他の条件について
は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受け
た者との間で締結した「新株予約権付与契
約」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



②新株予約権（平成16年６月29日 定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、以下のとおりでありま
す。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を
調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式を処分する場合(時価発行として行う公募増資、新

株予約権及び新株予約権証券の行使により新株式を発行する場合を除く)は、次の算式により払込金額を調
整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を
「１株あたり処分金額」と読み替えるものとします。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行
い、本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と
認める払込金額の調整を行います。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 397 (注)１ 393 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 397,000 393,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 639 (注)２ 同左 (注)２

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成25年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格  639
資本組入額 320

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の質入及び担保権の設定は認めな
い。

②新株予約権の割当を受けた者が、次に該当す
る場合はその権利を喪失する。

 ⅰ 禁固以上の刑に処せられた場合
 ⅱ 懲戒解雇となった場合
 ⅲ サンケイビル及びサンケイビルグループ

各社と競合する業を営む会社の役員また
は従業員になった場合

 ⅳ 付与後、権利行使期間開始日前に自己都
合で退職した場合(ただし、死亡退職の
場合を除く。なお、権利行使開始日以後
の自己都合退職は上記ⅲ 以外の場合は
権利を喪失しない。)

③新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場
合、相続人による権利の相続を認める。

④新株予約権に関するその他の条件について
は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受け
た者との間で締結した「新株予約権付与契約
書」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記以外に、当社が保有する自己株式が株主名簿上39,827百株あります。 

２ 上記「大株主の状況」には記載しておりませんが、金融商品取引法に基づき提出された大量保有報告書及び

変更報告書により、顧客の資産運用を図る目的で投資委託契約等に基づき運用している株式として、フィデ

リティ投信株式会社の32,970百株ある旨の報告を受けております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 68,323,613 ― 14,120 ― 12,899

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(百株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社フジテレビジョン 東京都港区台場2-4-8 203,940 29.84

株式会社産業経済新聞社 東京都千代田区大手町1-7-2 75,750 11.08

ゴールドマン サックス ア
ンド カンパニー レギュラ
ーアカウント

85 BROAD STREET NEW YORK, NY, USA 28,795 4.21

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 22,271 3.25

株式会社みずほコーポレート
銀行

東京都千代田区丸の内1-3-3 20,006 2.92

ジェービー モルガン チェ
ース バンク 385093

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ U.K. 19,647 2.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 18,756 2.74

ベア スターンズ アンド 
カンパニー

ONE METROTECH CENTER NORTH, BROOKLYN, NY 11201 17,576 2.57

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 10,264 1.50

ジェービー モルガン チェ
ース バンク 385078

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ U.K. 10,174 1.48

計 ― 427,180 62.52



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第一部における市場相場によります。 

  

３ 【役員の状況】 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  

退任役員 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,982,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

64,253,200
642,532 ―

単元未満株式
普通株式

87,713
― ―

発行済株式総数 68,323,613 ― ―

総株主の議決権 ― 642,532 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社サンケイビル

東京都千代田区大手町 
１－６－１

3,982,700 ― 3,982,700 5.82

計 ― 3,982,700 ― 3,982,700 5.82

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 1,157 1,485 1,524 1,356 1,336 1,111

低(円) 1,028 1,069 1,216 1,016 950 813

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 藤 森  功 平成19年10月23日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

(3) 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来千円単位で

記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更

しました。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単

位に組み替え表示しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表及び中間

財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金
※ 
2,4

6,329 10,264 8,457

 ２ 受取手形及び売掛金 919 865 852

 ３ 営業目的有価証券 634 ― 619

 ４ たな卸資産
※ 
2,4

6,081 15,355 10,909

 ５ その他
※ 
2,4

2,473 3,196 1,618

 ６ 貸倒引当金 △ 4 △ 3 △ 3

   流動資産合計 16,433 13.3 29,678 19.0 22,453 16.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 40,335 38,667 39,611

  ２ 土地 54,967 54,967 54,967

  ３ 建設仮勘定 1,227 18,703 8,848

  ４ その他 775 705 723

   有形固定資産合計 ※1 97,306 78.5 113,044 72.3 104,150 76.2

 (2) 無形固定資産 186 0.2 187 0.1 190 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 長期営業目的 
    有価証券

7,935 4,497

  ２ その他
※ 
2,4

10,117 5,745 5,563

  ３ 貸倒引当金 △ 170 △ 151 △ 170

   投資その他の資産 
   合計

9,946 8.0 13,530 8.6 9,889 7.2

   固定資産合計 107,440 86.7 126,762 81.0 114,231 83.6

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 8 ― ―

   繰延資産合計 8 0.0 ― ― ― ―

   資産合計 123,882 100.0 156,440 100.0 136,684 100.0



   
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 1,052 1,180 1,276

 ２ 短期借入金
※ 
2,4

7,609 15,316 4,599

 ３ 賞与引当金 352 330 316

 ４ 役員賞与引当金 39 36 77

 ５ その他 2,820 9,086 7,484

   流動負債合計 11,873 9.6 25,949 16.6 13,754 10.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 20,000 10,000

 ２ 長期借入金
※ 
2,4

37,495 36,079 38,601

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

16,710 16,710 16,710

 ４ 退職給付引当金 656 649 637

 ５ 役員退職引当金 575 358 633

 ６ 預り敷金 7,839 6,521 7,367

 ７ その他 0 0 0

   固定負債合計 63,277 51.1 80,320 51.3 73,950 54.1

   負債合計 75,151 60.7 106,270 67.9 87,705 64.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 14,120 11.4 14,120 9.0 14,120 10.3

 ２ 資本剰余金 12,927 10.4 12,972 8.3 12,950 9.5

 ３ 利益剰余金 15,322 12.4 16,759 10.7 15,528 11.4

 ４ 自己株式 △ 1,504 △ 1.2 △ 1,429 △ 0.9 △ 1,461 △ 1.1

   株主資本合計 40,866 33.0 42,423 27.1 41,138 30.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

322 0.2 201 0.2 295 0.2

 ２ 土地再評価差額金 7,542 6.1 7,542 4.8 7,542 5.5

   評価・換算差額等 
   合計

7,864 6.3 7,743 5.0 7,837 5.7

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 3 0.0 3 0.0

   純資産合計 48,731 39.3 50,170 32.1 48,979 35.8

   負債純資産合計 123,882 100.0 156,440 100.0 136,684 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 17,390 100.0 12,753 100.0 27,565 100.0

Ⅱ 売上原価 12,928 74.3 8,180 64.1 20,122 73.0

   売上総利益 4,461 25.7 4,573 35.9 7,442 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,592 9.2 1,181 9.3 2,688 9.8

   営業利益 2,869 16.5 3,391 26.6 4,754 17.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 16 21 37

 ２ 受取配当金 14 12 16

 ３ 保険返戻金 25

 ４ その他 52 19 75

   営業外収益合計 83 0.5 79 0.6 129 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 402 436 853

 ２ その他 122 169 285

   営業外費用合計 525 3.0 605 4.7 1,139 4.1

   経常利益 2,427 14.0 2,865 22.5 3,744 13.6

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※2 11 2 160

 ２ 早期退職特別加算金 5 6 5

 ３ 建替関連損失 ※3 17 2 35

 ４ その他 ― ― 49

   特別損失合計 34 0.2 12 0.1 251 0.9

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

2,393 13.8 2,852 22.4 3,493 12.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

406 2.3 1,079 8.5 1,001 3.7

   法人税等調整額 689 4.0 156 1.2 667 2.4

   少数株主利益 ― ― 0 0.0 0 0.0

   中間(当期)純利益 1,297 7.5 1,616 12.7 1,824 6.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 14,120 12,911 14,454 △ 1,523 39,962

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 (注) △ 352 △ 352

役員賞与 (注) △ 76 △ 76

中間純利益 1,297 1,297

自己株式の処分 15 27 43

自己株式の取得 △ 8 △ 8

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)

―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 15 868 19 904

平成18年9月30日残高(百万円) 14,120 12,927 15,322 △ 1,504 40,866

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 421 7,542 7,963 47,925

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 (注) △ 352

役員賞与 (注) △ 76

中間純利益 1,297

自己株式の処分 43

自己株式の取得 △ 8

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)

△ 98 △ 98 △ 98

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△ 98 ― △ 98 805

平成18年9月30日残高(百万円) 322 7,542 7,864 48,731



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高(百万円) 14,120 12,950 15,528 △ 1,461 41,138

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 385 △ 385

中間純利益 1,616 1,616

自己株式の処分 21 35 56

自己株式の取得 △ 3 △ 3

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 21 1,230 32 1,284

平成19年9月30日残高(百万円) 14,120 12,972 16,759 △ 1,429 42,423

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) 295 7,542 7,837 3 48,979

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 385

中間純利益 1,616

自己株式の処分 56

自己株式の取得 △ 3

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)

△ 93 △ 93 0 △ 93

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△ 93 ― △ 93 0 1,190

平成19年9月30日残高(百万円) 201 7,542 7,743 3 50,170



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

 
(注) 1 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目及び平成18年11月の取締役会決議による中間配当であります。 

   2 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 14,120 12,911 14,454 △ 1,523 39,962

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 (注)1 △ 672 △ 672

役員賞与 (注)2 △ 76 △ 76

当期純利益 1,824 1,824

自己株式の処分 39 74 113

自己株式の取得 △ 12 △ 12

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 39 1,074 62 1,176

平成19年3月31日残高(百万円) 14,120 12,950 15,528 △ 1,461 41,138

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 421 7,542 7,963 ― 47,925

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 (注)1 △ 672

役員賞与 (注)2 △ 76

当期純利益 1,824

自己株式の処分 113

自己株式の取得 △ 12

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額)

△ 126 △ 126 3 △ 122

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 126 ― △ 126 3 1,053

平成19年3月31日残高(百万円) 295 7,542 7,837 3 48,979



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 2,393 2,852 3,493

 ２ 減価償却費 1,104 1,129 2,266

 ３ 新株発行費償却 8 ― 17

 ４ 貸倒引当金の増加額 

   (又は減少額(△))
0 △ 19 0

 ５ 受取利息及び受取配当金 △ 30 △ 33 △ 54

 ６ 支払利息 402 436 853

 ７ 売上債権の減少額 

   (又は増加額(△))
△ 124 218 △ 149

 ８ たな卸資産の減少額 

    （又は増加額(△)）
3,640 △ 4,446 △ 1,190

 ９ 仕入債務の増加額 

   （又は減少額(△)）
△ 179 △ 269 237

 10 建替関連損失引当金の減少額 △ 450 ― △ 450

 11 退職給付引当金の増加額 

   （又は減少額(△)）
11 12 △ 7

 12 役員退職引当金の増加額 

   (又は減少額(△))
56 △ 274 114

 13 賞与引当金の増加額 

   (又は減少額(△))
32 14 △ 3

 14 役員賞与引当金の増加額 

      (又は減少額(△))
39 △ 41 77

 15 営業目的有価証券の増減額 7 619 21

 16 固定資産除却損 11 2 160

 17 早期退職特別加算金 5 6 5

 18 預り金の増加額 12 593 0

 19 前渡金の増加額(△) ― △ 686 ―

 20 前払費用の減少額 

     （又は増加額(△)）
289 △ 257 140

 21 差入保証金の減少額 

   (又は増加額(△))
45 △ 14 429

 22 預り敷金の増加額 

   （又は減少額(△)）
132 133 △ 220

 23 未払(未収)消費税等の増減額 275 △ 108 375

 24 役員賞与の支払額 △ 76 ― △ 76

 25 その他 △ 336 △ 514 △ 104

    小計 7,271 △ 648 5,938

 26 利息及び配当金の受取額 31 41 47

 27 利息の支払額 △ 383 △ 447 △ 803

 28 早期退職特別加算金の 

   支払額
△ 5 △ 6 △ 5

 29 法人税等の支払額(△)・ 

   （又は還付額）
1,427 △ 958 1,381

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
8,341 △ 2,019 6,558



 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得による支出 ― ― △ 22

 ２ 定期預金の預入による支出 ― ― △ 30

 ３ 定期預金の払戻による収入 ― ― 30

 ４ 投資有価証券の取得による支出 ― ― △ 50

 ５ 長期営業目的有価証券の取得 

   による支出
△ 9 △ 3,477 △ 362

 ６ 長期営業目的有価証券の清算 

   による収入
― ― 773

 ７ 長期営業目的有価証券の出資 

   払戻による収入
― 39 ―

 ８ 投資有価証券の 

   売却・償還による収入
― ― 0

 ９ 有形固定資産の取得による支出 △ 410 △ 10,145 △ 4,667

 10 貸付けによる支出 △ 50 △ 696 △ 82

 11 貸付金の回収による収入 ― 42 ―

 12 その他 △ 1 202 5

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 472 △ 14,034 △ 4,405

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 18,030 18,900 19,430

 ２ 短期借入金の返済による支出 △ 22,470 △ 12,600 △ 27,270

 ３ 長期借入れによる収入 5,500 4,000 9,100

 ４ 長期借入金の返済による支出 △ 4,604 △ 2,104 △ 6,709

 ５ 社債の発行による収入 ― 9,947 10,000

 ６ 自己株式の 

   売却・取得による収支
35 53 101

 ７ 配当金の支払額 △ 351 △ 384 △ 672

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 3,860 17,811 3,980

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 4,008 1,757 6,133

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,290 8,426 2,290

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金 

  同等物の期首残高
― 50 3

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
※1 6,298 10,233 8,426



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

(1)連結子会社の数：５社
連結子会社名：
・㈱サンケイ会館

・㈱サンケイビルテクノ

・㈱サンケイビルメンテ

・㈱ヒューメディアジャパン

・㈱サンケイビルクリーン 

 サービス

(1)連結子会社の数：７社
連結子会社名：
・㈱サンケイ会館

・㈱サンケイビルテクノ

・㈱サンケイビルマネジ 

 メント

・㈱サンケイビルメンテ

・㈱サンケイビルメンテ 

 ナンスサービス

・㈱ヒューメディアジャパン

・㈲オー・エム・シー・ 

 ビー開発

 なお、平成19年４月２
日付で、当社出資による
㈱サンケイビルマネジメ
ントを設立致しました。

(1)連結子会社の数：６社
連結子会社名：
・㈱サンケイ会館

・㈱サンケイビルテクノ

・㈱サンケイビルメンテ

・㈱ヒューメディアジャパン

・㈱サンケイビルクリーン 

 サービス

・㈲オー・エム・シー・ 

 ビー開発

 なお、㈲オー・エム・
シー・ビー開発について
は、当連結会計年度にお
いて新たに出資したこと
により、連結子会社に含
めることとしておりま
す。 
 また、平成19年４月１
日付で、㈱サンケイビル
クリーンサービスは㈱サ
ンケイビルメンテナンス
サービスに社名変更して
おります。

(2)主要な非連結子会社
名：
・古川ユースウェアサービス

㈱

・㈲サンケイビルエステート

(2)主要な非連結子会社
名：
・古川ユースウェアサービス

㈱

・㈲サンケイビルエステート

(2)非連結子会社名：
・古川ユースウェアサービス

㈱

・㈲サンケイビルエステート

連結の範囲から除いた理
由

  当該子会社は、中間連
結総資産、売上高、中間
純損益及び利益剰余金等
に、いずれも重要な影響
を及ぼしていないためで
あります。

連結の範囲から除いた理
由
 …同左

連結の範囲から除いた理
由
 当該子会社は、連結総
資産、売上高、当期純損
益及び利益剰余金等に、
いずれも重要な影響を及
ぼしていないためであり
ます。

２ 持分法の適用に関
する事項

(1)持分法を適用しない主
要な非連結子会社及び関
連会社の名称
・古川ユースウェアサービス

㈱

・㈱スタジオプロット

・㈲サンケイビルエステート

(1)持分法を適用しない主
要な非連結子会社及び関
連会社の名称
・古川ユースウェアサービス

㈱

・㈱スタジオプロット

・㈲サンケイビルエステート

(1)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会社
の名称
・古川ユースウェアサービス

㈱

・㈱スタジオプロット

・㈲サンケイビルエステート

(2)持分法を適用しない理
由

  当該持分法非適用会社
は、それぞれ中間連結純
損益及び利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重
要性がないため、持分法
の適用から除外しており
ます。

(2)持分法を適用しない理
由
…同左
 

(2)持分法を適用しない理
由
 当該持分法非適用会社
は、それぞれ連結純損益
及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性が
ないため、持分法の適用
から除外しております。

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項

 連結子会社の中間期の末
日は、すべて中間連結決算
日と同一であります。

連結子会社のうち、㈲オ
ー・エム・シー・ビー開発
の中間決算日は、８月31日
であります。中間連結財務
諸表の作成にあたっては、
同日現在の中間財務諸表を
使用し、中間連結決算日と
の間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っております。

連結子会社のうち、㈲オ
ー・エム・シー・ビー開発
の決算日は、２月28日であ
ります。連結財務諸表の作
成にあたっては、同日現在
の財務諸表を使用し、連結
決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上
必要な調整を行っておりま
す。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券
  満期保有目的の債券
   …償却原価法
    (定額法)
  その他有価証券
   時価のあるもの

  …中間決算末日の
市場価格等に基
づく時価法(評
価差額は、全部
純資産直入法に
より処理し、売
却原価は、移動
平均法により算
定)

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法
①有価証券
 満期保有目的の債券
  …同左

 その他有価証券
  時価のあるもの

 …同左

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法
①有価証券
 満期保有目的の債券
  …同左

 その他有価証券
  時価のあるもの

 …決算期末日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は、全部純
資産直入法によ
り処理し、売却
原価は、移動平
均 法 に よ り 算
定)

   時価のないもの
    …移動平均法によ

る原価法

  時価のないもの
 …移動平均法によ

る原価法

  時価のないもの
   …移動平均法によ

る原価法

なお、投資事
業有限責任組合
及びそれに類す
る組合への出資
(証券取引法第2
条第2項により
有価証券とみな
されるもの)に
ついては、組合
契約に規定され
る決算報告日に
応じて入手可能
な 近の決算書
を基礎とし、配
当が債権として
確定しているも
のは売掛金とし
て、再投資が予
定されているも
のについては持
分相当額を純額
で出資額に取り
込む方法によっ
ています。

なお、投資事
業有限責任組合
及びそれに類す
る組合への出資
(金融商品取引
法第2条第2項に
より有価証券と
み な さ れ る も
の ) に つ い て
は、組合契約に
規定される決算
報告日に応じて
入手可能な 近
の決算書を基礎
とし、配当が債
権として確定し
ているものは売
掛金として、再
投資が予定され
ているものにつ
いては持分相当
額を純額で出資
額に取り込む方
法によっていま
す。

 なお、投資事
業有限責任組合
及びそれに類す
る組合への出資
(証券取引法第2
条第2項により
有価証券とみな
されるもの)に
ついては、組合
契約に規定され
る決算報告日に
応じて入手可能
な 近の決算書
を基礎とし、配
当が債権として
確定しているも
のは売掛金とし
て、再投資が予
定されているも
のについては持
分相当額を純額
で出資額に取り
込む方法によっ
ています。

 ②たな卸資産
  …個別法及び一部

先入先出法によ
る原価法により
評 価 し て い ま
す。

②たな卸資産
 …同左

②たな卸資産
 …同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2)重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 ①有形固定資産…定率

法を採用していま

す。ただし、平成10

年４月１日以降取得

した建物(建物附属

設備を除く)及び提

出会社においては東

京サンケイビルの有

形固定資産(器具及

び備品を除く)につ

いては、定額法を採

用 して いま す。な

お、主 な耐用 年 数

は、以下のとおりで

あります。

   建物及び構築物

    …50年、38年、15年

   その他(機械装置)

   …17年、15年

    その他(器具及び備

品)

   …15年、６年

(2)重要な減価償却資産の
減価償却の方法

 ①有形固定資産…同左

(2)重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 ①有形固定資産…同左

  

 

 

(会計方針の変更)
  法人税法の改正（(所得

税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30

日 法律第６号)及び(法

人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年

３ 月 30 日 政 令 第 83

号)）に伴い、当中間連

結会計期間から、平成

19年４月１日以降に取

得したものについて

は、改正後の法人税法

に基づく方法に変更し

ております。これによ

る損益に与える影響は

軽微であります。
(追加情報)

  当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日

以前に取得したものに

ついては、償却可能限

度額まで償却が終了し

た翌連結会計年度から

５年間で均等償却する

方法によっておりま

す。これによる損益に

与える影響は軽微であ

ります。



項目

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ②無形固定資産…定額

法を採用していま

す。なお、ソフトウ

ェア(自社利用)につ

いては、社内におけ

る利用可能期間(５

年)に基づく定額法

によっています。

 ②無形固定資産…同左  ②無形固定資産…同左

(3)重要な繰延資産の処理
方法

    新株発行費…３年で毎

期均等額以上を償却し

ています。

(3)重要な繰延資産の処理
方法

    社債発行費…支出時に

全額費用処理していま

す。

(3)重要な繰延資産の処理
方法
新株発行費…３年で毎

期均等額以上を償

却しています。

    社債発行費…同左
(4)重要な引当金の計上基
準

 ①貸倒引当金…債権の貸

倒れによる損失に備え

るため、一般債権につ

いては、貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

います。

(4)重要な引当金の計上基
準

 ①貸倒引当金…同左

(4)重要な引当金の計上基
準

 ①貸倒引当金…同左

 ②賞与引当金…従業員の

賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の

当中間連結会計期間負

担額を計上していま

す。

 ②賞与引当金…同左  ②賞与引当金…従業員の

賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の

当連結会計年度負担額

を計上しています。

 ③役員賞与引当金…役員

に対して支給する賞与

の支出に充てるため、

支給見込額の当中間連

結会計期間負担額を計

上しております。

 ③役員賞与引当金…同左  ③役員賞与引当金…役員

に対して支給する賞与

の支出に充てるため、

支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上し

ております。

 ④退職給付引当金…従業

員の退職給付に備える

ため、当中間連結会計

期間末退職給付債務を

計上しています。

   なお、退職給付債務

の金額は、簡便法（当

中間連結会計期間末自

己都合要支給額）によ

っています。

 ④退職給付引当金…同左  ④退職給付引当金…従業

員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度

末退職給付債務を計上

しています。

   なお、退職給付債務

の金額は、簡便法（当

連結会計年度末自己都

合要支給額）によって

います。

 ⑤役員退職引当金…役員

の退職金の支給に充て

るため、内規に基づく

中間連結会計期間末要

支給額を計上していま

す。

 ⑤役員退職引当金…同左  ⑤役員退職引当金…役員

の退職金の支給に充て

るため、内規に基づく

連結会計年度末要支給

額を計上しています。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5)重要なリース取引の処

理方法

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っています。

(5)重要なリース取引の処

理方法

…同左

(5)重要なリース取引の処

理方法

…同左

(6)重要なヘッジ会計の方

法

(6)重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法……

金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たす場合は、特例処

理を採用しておりま

す。

 ①ヘッジ会計の方法……

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…金利ス

ワップ

ヘッジ対象…借入金

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

 ③ヘッジ方針……市場金

利の変動リスクを回避

する目的で金利スワッ

プ取引を行っておりま

す。

 ③ヘッジ方針……同左

 ④ヘッジ有効性評価の方

法……金利スワップの

特例処理の要件を満た

しているため有効性の

判定を省略しておりま

す。

 ④ヘッジ有効性評価の方

法……同左

(6)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

(7)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

(7)その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

  消費税及び地方消費税

の会計処理

税抜方式によって

います。

 ①消費税及び地方消費税

の会計処理
 …同左

  消費税及び地方消費税

の会計処理

…同左

 ②支払利息の原価算入…

当社は、西梅田プロジ

ェクトが長期かつ巨額

な設備投資であるた

め、建設期間中の借入

金利息を当該資産の取

得原価に算入してお

り、当中間連結会計期

間の算入金額は41百万

円となっております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  また、一部の連結子会

社は、不動産開発事業

に要した資金に対する

支払利息を、開発の着

手から完了まで当該資

産の取得原価に算入し

ており、当中間連結会

計期間の算入金額は21

百万円となっておりま

す。

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 手許現金、要求払預金及

び容易に換金可能であり、

かつ価値変動について僅少

なリスクしか負わない、取

得日から３ヶ月以内に満

期・償還期限の到来する、

短期投資からなっていま

す。

同左 同左

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第4号)を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれぞ

れ39百万円減少しております。な

お、セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。

― （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。こ

れにより、従来の方法によった場合

と比較して、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞ

れ77百万円減少しております。な

お、セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

9日 企業会計基準適用指針第8号)を

適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。なお、

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は、48,731百万円でありま

す。

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当連結会計年度から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。な

お、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、48,976百万円であり

ます。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

― ― （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正）

 当連結会計年度から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会  終改正 平成18年８月11

日 企業会計基準第１号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会  終改正 平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。



  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（特定目的会社等を利用した不動産

事業）

 特定目的会社等を利用した不動産

事業に係る損益は、従来営業外損益

に計上しておりましたが、当中間連

結会計期間より営業損益として計上

する方法に変更いたしました。 

 これは、平成18年6月29日開催の

当社定時株主総会において定款の一

部変更が承認可決され、新たな事業

目的として「特定目的会社、特別目

的会社(財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則に定める会

社)及び不動産投資信託に対する出

資並びに出資持分の売買、仲介及び

管理」を追加し、同取引を営業取引

として行うこととしたために変更す

るものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、売上高は

1,400百万円、売上総利益及び営業

利益はそれぞれ1,399百万円増加し

ておりますが、経常利益に与える影

響はありません。

 また、上記の取扱いに際し、「投

資その他の資産」に含めて表示して

おりました特定目的会社等を利用し

て不動産事業を行っている物件に係

る匿名組合出資等の科目見直しを行

い、売却目的で保有するものは流動

資産の「営業目的有価証券」、長期

保有目的のものは固定資産の「投資

その他の資産」として表示すること

としました。 

 さらに、従来組合等の決算書を基

礎として持分相当額を純額で出資額

に取り込む方法によっておりました

が、配当が債権として確定している

ものは売掛金として、再投資が予定

されているものについては持分相当

額を純額で出資額に取り込む方法に

変更しております。 

 これらの変更により、従来の方法

によった場合と比較して、「受取手

形及び売掛金」15百万円、「営業目

的有価証券」634百万円が増加し、

「投資その他の資産」650百万円が

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

― （特定目的会社等を利用した不動産

事業）

 特定目的会社等を利用した不動産

事業に係る損益は、従来営業外損益

に計上しておりましたが、当連結会

計年度より営業損益として計上する

方法に変更いたしました。 

 これは、平成18年６月29日開催の

当社定時株主総会において定款の一

部変更が承認可決され、新たな事業

目的として「特定目的会社、特別目

的会社(財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則に定める会

社)及び不動産投資信託に対する出

資並びに出資持分の売買、仲介及び

管理」を追加し、同取引を営業取引

として行うこととしたために変更す

るものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、売上高は

2,124百万円、売上総利益及び営業

利益はそれぞれ2,111百万円増加し

ておりますが、経常利益に与える影

響はありません。 

 また、上記の取扱いに際し、「投

資有価証券」に含めて表示しており

ました特定目的会社等を利用して不

動産事業を行っている物件に係る匿

名組合出資等の科目見直しを行い、

売却目的で保有するものは流動資産

の「営業目的有価証券」、長期保有

目的のものは固定資産の「長期営業

目的有価証券」として表示すること

としました。 

 さらに、従来組合等の決算書を基

礎として持分相当額を純額で出資額

に取り込む方法によっておりました

が、配当が債権として確定している

ものは売掛金として、再投資が予定

されているものについては持分相当

額を純額で出資額に取り込む方法に

変更しております。 

 これらの変更により、従来の方法

によった場合と比較して、「営業目

的有価証券」619百万円、「長期営

業目的有価証券」4,497百万円が増

加し、「投資有価証券」5,116百万

円が減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― ― （ストック・オプション等に関する

会計基準等）

 当連結会計年度から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会  終改正 平成18年５月31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

― ― （繰延資産の会計処理）

 当連結会計年度から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会実務対応報告

第19号 平成18年８月11日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。



次へ 

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

― (中間連結貸借対照表)

 前中間連結会計期間において、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました「長期営業目

的有価証券」(前中間連結会計期間4,155百万円)につい

ては、資産総額の100分の５超となったため、当中間連

結会計期間より区分掲記しております。

― (中間連結損益計算書)

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」(前中

間連結会計期間0百万円)については、営業外収益の総

額の100分の10超となったため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―  開示対象特別目的会社の概要、開

示対象特別目的会社を利用した取引

の概要及び開示対象特別目的会社と

の取引金額等については、「開示対

象特別目的会社関係」として記載し

ております。

 なお、当中間連結会計期間より、

「一定の特別目的会社に係る開示に

関する適用指針」(企業会計基準適

用指針第15号平成19年３月29日)を

適用しております。

―



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 

※１ 減価償却 
   累計額

16,754百万円

 

※１ 減価償却
   累計額

18,709百万円
※１ 減価償却
   累計額

17,629百万円

※２ ―

 

 

※２ 担保に供している資産及び担

保を付している債務

1)担保に供している資産

現金及び
預金

212百万円

たな卸資
産

4,456百万円

その他の
流動資産

19百万円

投資その
他の資産

6百万円

計 4,695百万円

2)担保に供している債務

短期借入
金

3,600百万円

※上記は全て㈲オー・エム・

シー・ビー開発に係るもので

あります。

 

 

※２ 担保に供している資産及び担

保を付している債務

1)担保に供している資産

現金及び
預金

343百万円

有価証券 22百万円

たな卸資
産

4,294百万円

その他の
流動資産

30百万円

投資その
他の資産

11百万円

計 4,702百万円

2)担保に供している債務

長期借入
金

3,600百万円

※上記は全て㈲オー・エム・

シー・ビー開発に係るもので

あります。

 ３ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

当中間連結会計期間の末日が

金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。当中

間連結会計期間末残高から除

かれている当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。

受取手形 11百万円

支払手形 136百万円

 ３ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

当中間連結会計期間の末日が

金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。当中

間連結会計期間末残高から除

かれている当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。

受取手形 10百万円

支払手形 111百万円

 ３ 連結会計年度末日満期手形の

処理

 連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、当連

結会計年度の末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理

しております。当連結会計年

度末残高から除かれている当

連結会計年度末日満期手形の

金額は、次のとおりでありま

す。

受取手形 5百万円

支払手形 133百万円

※４ ―

 

 

※４ 短期借入金のうち、以下のも

のは㈲オー・エム・シー・ビ

ー開発における債務支払の引

当の対象を一定の責任財産に

限定する責任限定特約付借入

金(ノンリコースローン)であ

ります。

短期借入
金

3,600百万円

債務支払の引当の対象となる

責任財産は、以下の資産であ

ります。

現金及び
預金

212百万円

たな卸資
産

4,456百万円

その他の
流動資産

19百万円

投資その
他の資産

6百万円

計 4,695百万円

※上記借入金及び資産は、担

保付資産及び債務の注記額と

同じであります。

 

 

※４ 長期借入金のうち、以下のも

のは㈲オー・エム・シー・ビ

ー開発における債務支払の引

当の対象を一定の責任財産に

限定する責任限定特約付借入

金(ノンリコースローン)であ

ります。

長期借入
金

3,600百万円

債務支払の引当の対象となる

責任財産は、以下の資産であ

ります。

現金及び
預金

343百万円

有価証券 22百万円

たな卸資
産

4,294百万円

その他の
流動資産

30百万円

投資その
他の資産

11百万円

計 4,702百万円

※上記借入金及び資産は、担

保付資産及び債務の注記額と

同じであります。



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の内主

要なものは、次のとおりであ

ります。

※１ 販売費及び一般管理費の内主

要なものは、次のとおりであ

ります。

※１ 販売費及び一般管理費の内主

要なものは、次のとおりであ

ります。

 

販売用広告
費

197百万円

販売委託料 185百万円

モデルルー
ム費用

86百万円

販売雑費 47百万円

役員報酬 179百万円

給料手当及
び福利費

267百万円

退職給付費
用

20百万円

役員退職引
当金繰入額

56百万円

賞与引当金
繰入額

110百万円

 

役員報酬 174百万円

役員賞与引

当金繰入額
36百万円

給料手当及
び福利費

275百万円

退職給付費
用

24百万円

役員退職引
当金繰入額

87百万円

賞与引当金
繰入額

109百万円

 

販売用広告
費

197百万円

販売委託料 185百万円

モデルルー
ム費用

86百万円

販売雑費 48百万円

役員報酬 367百万円

役員賞与引

当金繰入額
77百万円

給料手当及
び福利費

584百万円

退職給付費
用

39百万円

役員退職引
当金繰入額

114百万円

賞与引当金
繰入額

91百万円

※２ 改修等に伴う除却損

建 物 及 び
構築物

11百万円

その他(器
具 及 び 備
品)

0百万円

※２ 改修等に伴う除却損

建 物 及 び
構築物

1百万円

その他(器
具 及 び 備
品)

1百万円

※２ 改修等に伴う除却損

建 物 及 び
構築物

148百万円

その他(器
具 及 び 備
品)

11百万円

※３ 建替関連損失は、大阪サンケ

イビル建替に関連して発生し

たものです。

※３ 同左 ※３ 同左



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  
前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   

  
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       9,816株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少       738株 

 ストック・オプション行使による減少   77,000株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成14年及び平成16年の新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

なお、上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 68,323,613 ― ― 68,323,613

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,273,080 9,816 77,738 4,205,158

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当中間連結
会計期間末

残高 
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社
平成14年新株予約権 普通株式 162 ― 23 139 ―

平成16年新株予約権 普通株式 607 ― 54 553 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 769 ― 77 692 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 352 5.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月10日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 320 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  
１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   

  
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       2,517株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少       339株 

 ストック・オプション行使による減少   98,000株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成14年及び平成16年の新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

なお、上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 68,323,613 ― ― 68,323,613

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,078,549 2,517 98,339 3,982,727

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当中間連結
会計期間末

残高 
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社
平成14年新株予約権 普通株式 90 ― 23 67 ―

平成16年新株予約権 普通株式 472 ― 75 397 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 562 ― 98 464 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 385 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 386 6.00 平成19年９月30日 平成19年12月４日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  
１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       13,399株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少       930株 

 ストック・オプション行使による減少   207,000株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成14年及び平成16年の新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

なお、上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 68,323,613 ― ― 68,323,613

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,273,080 13,399 207,930 4,078,549

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
平成14年新株予約権 普通株式 162 ― 72 90 ―

平成16年新株予約権 普通株式 607 ― 135 472 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 769 ― 207 562 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 352 5.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月10日 
取締役会

普通株式 320 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 385 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成18年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成19年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金 6,329百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△30百万円

現金及び 
現金同等物

6,298百万円

現金及び預金 10,264百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△30百万円

現金及び 
現金同等物

10,233百万円

 

現金及び預金 8,457百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△30百万円

現金及び 
現金同等物

8,426百万円



(リース取引関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

機械装置 
及び 

運搬具 
(百万円)

器具及び 
備品 

(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

12 268 281

減価償却 
累計額 
相当額

4 142 146

中間 
期末残高 
相当額

8 126 134

 

機械装置
及び 
運搬具 

(百万円)

器具及び
備品 

(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

24 258 283

減価償却 
累計額 
相当額

9 155 165

中間 
期末残高 
相当額

15 102 118

 

機械装置
及び 

運搬具 
(百万円)

器具及び 
備品 

(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

23 282 305

減価償却
累計額 
相当額

7 171 178

期末残高
相当額

16 110 127

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 58百万円

１年超 87百万円

合計 146百万円

１年以内 56百万円

１年超 68百万円

合計 125百万円

１年以内 59百万円

１年超 77百万円

合計 136百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 34百万円

減価償却費 
相当額

30百万円

支払利息 
相当額

3百万円

支払リース料 33百万円

減価償却費
相当額

30百万円

支払利息 
相当額

3百万円

支払リース料 70百万円

減価償却費
相当額

62百万円

支払利息
相当額

7百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法

によっています。

   利息相当額の算定方法は、リ

ース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっています。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

同左

 （減損損失について）

   リース資産に配分された減損

損失はありませんので、項目等

の記載は省略しております。

 

   



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券(上記１を除く) 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券(上記１を除く) 

  

   

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 国債 14 14 △ 0

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 272 816 544

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 330

   投資事業有限責任組合及びそれに類する 
  組合への出資

4,790

合計 5,121

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 国債 14 14 △ 0

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 272 604 332

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 331

   投資事業有限責任組合及びそれに類する 
  組合への出資

7,935

合計 8,266



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。(株式の減損については、社内基準に基づき時価が

取得原価に比べて30％以上下落したものは、減損処理を行っています。) 

  

２ 時価評価されていない有価証券(上記１を除く) 

  

 
  

(デリバティブ取引) 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引のみであるため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引のみであるため、記載を省略しております。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ① 国債 14 14 △ 0

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 272 761 489

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 331

  金銭信託受益権 22

   投資事業有限責任組合及びそれに類する 
  組合への出資

5,116

合計 5,471



(ストック・オプション等関係) 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目 

  該当事項はありません。 

２ 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

 
  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役13名、当社監査役３名、当社顧問６名、当社子会社取締役15
名、当社従業員42名、当社子会社従業員19名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 612,000

付与日 平成14年９月20日

権利確定条件
付与日(平成14年９月20日)から権利確定日(平成16年７月１日)まで継続し
て勤務していること

対象勤務期間 平成14年９月20日 ～ 平成16年７月１日

権利行使期間 平成16年７月１日 ～ 平成23年６月30日

権利行使価格(円) 373

付与日における公正な評価単価(円) ―

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役13名、当社監査役３名、当社顧問２名、当社子会社取締役11
名、当社従業員102名、当社子会社従業員53名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 607,000

付与日 平成16年11月29日

権利確定条件
付与日(平成16年11月29日)から権利確定日(平成18年７月１日)まで継続し
て勤務していること

対象勤務期間 平成16年11月29日 ～ 平成18年７月１日

権利行使期間 平成18年７月１日 ～ 平成25年６月30日

権利行使価格(円) 639

付与日における公正な評価単価(円) ―



前へ 

(開示対象特別目的会社関係) 

  
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

１ 開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要 

当社は、投資資金の効率性を高めるため、特別目的会社を利用し収益用不動産の取得及び開発への投

資（匿名組合出資）を実施しております。当該特別目的会社による開発は、当初の計画に従い、当社か

らの匿名組合出資のほか、金融機関からのノンリコースローンによる資金調達により行われておりま

す。 

 平成19年９月末において出資をしている開示対象の特別目的会社は１社であり、直近の決算日におけ

る資産総額は8,624百万円、負債総額は5,461百万円です。なお、当該の特別目的会社については、当社

は議決権のある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。 

  

２ 当中間連結会計期間における特別目的会社との取引金額等 

  

 
(注1) 匿名組合出資金は、当中間連結会計期間末における出資額を記載しております。また、当社は当該出資に

対する利益配当を売上高として計上しております。 

(注2) 当社及び㈱サンケイビルマネジメントは、特別目的会社からマネジメント業務等を受託しており、売上高

を計上しております。 

  

(単位：百万円)

主な取引の金額又は 

当中間連結会計期間末残高

主な損益

項目 金額

匿名組合出資金 (注1) 3,107 売上高 (注1) 27

マネジメント業務 ― 売上高 (注2) 8



(セグメント情報) 

 【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
(単位：百万円） 

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) ビル事業………………賃貸ビル・賃貸マンション・貸会議室・貸ホールの経営及び収益用不動産の開発等

 (2) 住宅分譲事業…………マンション等住宅関連の開発及び分譲 

 (3) 飲食事業………………レストランの経営 

 (4) 建築内装事業…………建築工事全般並びに展示、装飾等の製作、イベント、学会等の運営 

 (5) ビル管理事業…………建物機械設備の維持管理、警備・清掃等業務 

 (6) その他の事業…………人材派遣、給与業務の受託等 

３ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、当中間連結会計期間より特定目

的会社等を利用した不動産事業に係る損益の計上区分を変更しております。この変更に伴い、従来の方法に

よった場合と比較して、ビル事業について売上高は1,400百万円、営業利益は1,399百万円多く計上しており

ます。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、役員賞与に関する会計基準を変

更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、ビル事業、ビル管理事業、その他

の事業は営業利益がそれぞれ30百万円、6百万円、1百万円減少しており、建築内装事業は営業損失が1百万

円増加しております。 

  

ビル事業
住宅 

分譲事業
飲食事業

建築
内装事業

ビル管理
事業

その他
の事業

計
消去 

又は全社
連結

売上高及び営業損益

 売上高

(1)外部顧客に 
  対する売上高

7,661 6,241 848 1,314 1,298 24 17,390 ― 17,390

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

96 ― 136 86 670 111 1,100 (1,100) ―

計 7,758 6,241 985 1,401 1,968 136 18,490 (1,100) 17,390

営業費用 5,286 5,856 982 1,416 1,950 133 15,624 (1,104) 14,520

営業利益又は 
営業損失(△)

2,471 384 2 △15 18 3 2,865 4 2,869



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
(単位：百万円） 

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) ビル賃貸事業……………………賃貸ビル・賃貸マンション・貸会議室・貸ホールの経営等 

 (2) 資産開発事業……………………収益用不動産の開発・取得及びファンドの運用等 

 (3) 住宅分譲事業……………………マンション等住宅関連の開発及び分譲 

 (4) 飲食事業…………………………レストランの経営 

 (5) 建築内装事業……………………建築工事全般並びに展示、装飾等の製作、イベント、学会等の運営 

 (6) ビルマネジメント事業…………プロパティマネジメント業務、建物機械設備の維持管理、 

警備・清掃等業務 

 (7) その他の事業……………………人材派遣、給与業務の受託等 

３ 前中間連結会計期間においては、「ビル事業」「住宅分譲事業」「飲食事業」「建築内装事業」「ビル管理

事業」「その他の事業」の６つのセグメントにより事業区分しておりましたが、「ビル事業」に含めていた

「資産開発事業」のウエイトが増加したことや、「ビル事業」からプロパティマネジメント業務を「ビル管

理事業」に移管したこと等により、当社グループの経営状況をより適正に表示するために、当中間連結会計

期間より「ビル賃貸事業」「資産開発事業」「住宅分譲事業」「飲食事業」「建築内装事業」「ビルマネジ

メント事業」「その他の事業」の７つのセグメントに変更いたしました。 

４ 当中間連結会計期間より、営業費用の各セグメントへの配賦方法を一部変更しております。従来、営業費用

はすべて各セグメントに配賦しておりましたが、事業区分方法の変更に伴い、合理的基準でセグメントに配

賦できない費用については、消去または全社の項目に含めて表示しております。当中間連結会計期間の営業

費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は363百万円であり、その主なものは当

社の一般管理部門に係る費用であります。 

  

ビル賃貸 
事業

資産開発 
事業

住宅 
分譲事業

飲食事業
建築

内装事業
ビルマネジ
メント事業

その他
の事業

計
消去 

又は全社
連結

売上高及び営業損益

 売上高

(1)外部顧客に 
  対する売上高

5,732 3,595 ― 814 1,206 1,384 19 12,753 ― 12,753

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

100 ― ― 143 171 624 137 1,177 (1,177) ―

計 5,833 3,595 ― 957 1,378 2,009 157 13,930 (1,177) 12,753

営業費用 4,093 1,454 147 918 1,360 1,986 152 10,112 (751) 9,361

営業利益又は 
営業損失(△)

1,740 2,140 △147 39 17 22 4 3,818 (426) 3,391



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
(単位：百万円） 

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) ビル事業………………賃貸ビル・賃貸マンション・貸会議室・貸ホールの経営及び収益用不動産の開発等

 (2) 住宅分譲事業…………マンション等住宅関連の開発及び分譲 

 (3) 飲食事業………………レストランの経営 

 (4) 建築内装事業…………建築工事全般並びに展示、装飾等の製作、イベント、学会等の運営 

 (5) ビル管理事業…………建物機械設備の維持管理、警備・清掃等業務 

 (6) その他の事業…………人材派遣、給与業務の受託等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目には繰延税金資産が812百万円含まれています。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれています。 

５ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、当連結会計年度より特定目的会社等

を利用した不動産事業に係る損益の計上区分を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合と比較して、ビル事業について売上高は2,124百万円、営業利益は2,111百万円多く計上しております。 

６ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、当連結会計年度より役員賞与に関す

る会計基準を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、営業利益について

はビル事業は60百万円、建築内装事業は1百万円、ビル管理事業は14百万円、その他の事業は2百万円それぞ

れ減少しております。 

  

ビル事業
住宅 

分譲事業
飲食事業

建築 
内装事業

ビル管理 
事業

その他の 
事業

計
消去 

又は全社
連結

売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に 
  対する売上高

14,409 6,241 1,653 2,527 2,682 51 27,565 ― 27,565

(2)セグメント間の 
  内部売上高 
  又は振替高

193 ― 329 286 1,460 283 2,552 (2,552) ―

計 14,603 6,241 1,983 2,813 4,143 334 30,118 (2,552) 27,565

営業費用 10,232 5,917 1,953 2,825 4,093 326 25,348 (2,537) 22,810

営業利益又は 
営業損失(△)

4,370 323 29 △12 50 8 4,770 (15) 4,754



  （事業区分の方法の変更） 

当中間連結会計期間の事業区分の方法により前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント

情報を区分した場合の表示は、以下の通りとなります。なお、営業費用の各セグメントへの配賦方法

も組替えて表示しております。 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
(単位：百万円） 

 
(注)  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は291百万円であり、その主なものは当

社の一般管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
(単位：百万円） 

 
(注)  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は638百万円であり、その主なものは当

社の一般管理部門に係る費用であります。 

  

  【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、在外連結子会社及び

在外支店がありませんので、所在地別セグメント情報を記載していません。 

  

  【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高がありま

せんので、海外売上高の記載をしていません。 

  

ビル賃貸 
事業

資産開発 
事業

住宅 
分譲事業

飲食事業
建築

内装事業
ビルマネジ
メント事業

その他
の事業

計
消去 

又は全社
連結

売上高及び営業損益

 売上高

(1)外部顧客に 
  対する売上高

6,077 1,490 6,241 848 1,314 1,392 24 17,390 ― 17,390

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

95 ― ― 136 86 634 111 1,063 (1,063) ―

計 6,172 1,490 6,241 985 1,401 2,026 136 18,453 (1,063) 17,390

営業費用 4,651 150 5,923 982 1,416 1,994 133 15,252 (731) 14,520

営業利益又は 
営業損失(△)

1,520 1,339 317 2 △15 32 3 3,201 (331) 2,869

ビル賃貸 
事業

資産開発 
事業

住宅 
分譲事業

飲食事業
建築

内装事業
ビルマネジ
メント事業

その他
の事業

計
消去 

又は全社
連結

売上高及び営業損益

 売上高

(1)外部顧客に 
  対する売上高

11,888 2,360 6,241 1,653 2,527 2,844 51 27,565 ― 27,565

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

191 ― ― 329 286 1,403 283 2,493 (2,493) ―

計 12,079 2,360 6,241 1,983 2,813 4,247 334 30,059 (2,493) 27,565

営業費用 8,865 326 6,045 1,953 2,825 4,184 326 24,526 (1,715) 22,810

営業利益又は 
営業損失(△)

3,213 2,034 195 29 △12 63 8 5,532 (777) 4,754



(１株当たり情報) 

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 760円02銭 １株当たり純資産額 779円71銭 １株当たり純資産額 762円38銭

１株当たり中間純利益 20円26銭

潜在株式調整後1株 
当たり中間純利益

20円22銭

１株当たり中間純利益 25円14銭

潜在株式調整後1株
当たり中間純利益

25円04銭

１株当たり当期純利益 28円45銭

潜在株式調整後1株 
当たり当期純利益

28円33銭

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 1,297 1,616 1,824

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円)

1,297 1,616 1,824

期中平均株式数(千株) 64,072 64,290 64,124

潜在株式調整後１株当たり中間 
(当期)純利益

普通株式増加数(千株) 
（うち新株予約権(千株)）

126 
 (126)

254 
 (254)

278 
(278)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（社債発行に関する事項）

 平成18年10月２日開催の当社取締

役会の決議に基づき、以下のように

社債を発行しております。

(1)社債の概要

①社債の種類

 第１回無担保社債

 (社債間限定同順位特約付)

②社債総額

 100億円

③各社債の金額

 1億円

④利率

 年1.61％

⑤払込価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑥償還価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑦償還方法

 満期一括償還及び買入償却

⑧償還期限

 平成23年11月８日

(2)発行の時期

平成18年11月８日

(3)資金の使途

設備資金、投融資資金、 

運転資金、借入金返済資金

―

 

―

（特別目的会社への重要な出資に関

する事項）

 当社は、平成18年10月19日付で東

京都港区赤坂において商業施設を開

発するための特別目的会社へ以下の

ように出資割合100％の匿名組合出

資を行っております。

特別目的会社の概要

①名称

 ㈲オー・エム・シー・ビー開発

②出資金

 300万円

③上記における当社の出資割合

 0％

④匿名組合出資金

 11億500万円

⑤上記における当社の出資割合

 100％

（特別目的会社への重要な出資に関

する事項）

 当社は、平成19年11月28日付で東

京都港区港南においてオフィスビル

を開発するための特別目的会社へ以

下のように出資割合100％の優先出

資を行っております。なお、当該特

別目的会社は連結子会社に該当いた

します。

特別目的会社の概要

①名称

 特定目的会社オー・エム・シ 

 ー・エフ開発

②出資金

 10万円

③上記における当社の出資割合

 0％

④優先出資金

 19億1000万円

⑤上記における当社の出資割合

 100％

―



(2) 【その他】 

① 決算日後の状況 

特記事項はありません。 

② 重要な訴訟事件等 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度

要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,327 8,821 7,186

 ２ 売掛金 179 157 144

 ３ 営業目的有価証券 634 ― 619

 ４ 販売用不動産 996 ― 1,203

 ５ 仕掛販売用不動産 ― 5,665 3,708

 ６ 開発不動産 5,021 5,138 1,666

 ７ 貯蔵品 3 3 3

 ８ その他 2,396 3,116 1,516

   流動資産合計 14,561 12.0 22,902 15.2 16,047 12.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 39,916 38,386 39,340

  ２ 土地 54,970 54,970 54,970

  ３ 建設仮勘定 1,227 18,703 8,848

  ４ その他 1,090 1,021 1,048

   有形固定資産合計 ※1 97,204 79.7 113,082 75.0 104,207 79.3

 (2) 無形固定資産 163 0.1 165 0.1 169 0.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 長期営業目的 
    有価証券

7,935 4,497

  ２ その他 10,128 6,923 6,665

  ３ 貸倒引当金 △ 163 △ 143 △ 163

   投資その他の資産 
   合計

9,965 8.2 14,714 9.7 10,998 8.4

   固定資産合計 107,333 88.0 127,962 84.8 115,375 87.8

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 8 ― ―

   繰延資産合計 8 0.0 ― ― ― ―

   資産合計 121,903 100.0 150,865 100.0 131,423 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度

要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 225 388 303

 ２ 短期借入金 4,010 6,715 615

 ３ 一年以内返済 
   長期借入金

4,209 5,416 4,599

 ４ 賞与引当金 180 178 164

 ５ 役員賞与引当金 30 24 60

 ６ その他 2,605 8,861 7,569

   流動負債合計 11,261 9.2 21,584 14.3 13,311 10.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 20,000 10,000

 ２ 長期借入金 37,495 36,079 35,001

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

16,710 16,710 16,710

 ４ 退職給付引当金 298 326 306

 ５ 役員退職引当金 470 245 505

 ６ 預り敷金 7,894 6,579 7,422

 ７ その他 0 0 0

   固定負債合計 62,869 51.6 79,942 53.0 69,946 53.3

   負債合計 74,130 60.8 101,527 67.3 83,257 63.4



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度

要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 14,120 11.6 14,120 9.4 14,120 10.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 12,899 12,899 12,899

  (2) その他資本剰余金 27 72 51

   資本剰余金合計 12,927 10.6 12,972 8.6 12,950 9.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 920 920 920

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 11,513 12,913 11,513

    繰越利益剰余金 1,930 2,096 2,283

   利益剰余金合計 14,364 11.8 15,930 10.6 14,718 11.2

 ４ 自己株式 △ 1,504 △ 1.3 △ 1,429 △ 1.0 △ 1,461 △ 1.1

   株主資本合計 39,907 32.7 41,594 27.6 40,327 30.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

322 0.3 201 0.1 295 0.2

 ２ 土地再評価差額金 7,542 6.2 7,542 5.0 7,542 5.7

   評価・換算差額等合計 7,864 6.5 7,743 5.1 7,837 5.9

   純資産合計 47,772 39.2 49,338 32.7 48,165 36.6

   負債純資産合計 121,903 100.0 150,865 100.0 131,423 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 13,999 100.0 9,462 100.0 20,843 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1 9,817 70.1 5,258 55.6 13,983 67.1

   売上総利益 4,181 29.9 4,203 44.4 6,860 32.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,324 9.5 908 9.6 2,177 10.4

   営業利益 2,856 20.4 3,295 34.8 4,682 22.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 19 23 43

 ２ 受取配当金 39 39 41

 ３ 保険返戻金 25

 ４ その他 46 14 57

   営業外収益合計 105 0.7 103 1.1 142 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 405 357 795

 ２ その他 104 230 316

   営業外費用合計 509 3.6 588 6.2 1,112 5.4

   経常利益 2,453 17.5 2,811 29.7 3,712 17.8

Ⅵ 特別損失 ※2 25 0.2 5 0.0 67 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

2,427 17.3 2,805 29.7 3,644 17.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

390 2.8 1,060 11.2 970 4.7

   法人税等調整額 630 4.5 147 1.6 593 2.8

   中間(当期)純利益 1,406 10.0 1,598 16.9 2,080 10.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他 
資本剰余金 資本

剰余金 
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計受贈益

自己株式
処分差益

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 
(百万円)

14,120 12,899 0 11 12,911 920 10,113 2,335 13,369 △ 1,523 38,878

中間会計期間中の 
変動額

剰余金の配当 (注) △ 352 △ 352 △ 352

役員賞与 (注) △ 60 △ 60 △ 60

別途積立金の積立 
(注)

1,400 △ 1,400 ― ―

中間純利益 1,406 1,406 1,406

自己株式の処分 15 15 27 43

自己株式の取得 △ 8 △ 8

株主資本以外の 
項目の中間会計 
期間中の変動額 
(純額)

―

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― 15 15 ― 1,400 △ 405 994 19 1,029

平成18年9月30日残高 
(百万円)

14,120 12,899 0 27 12,927 920 11,513 1,930 14,364 △ 1,504 39,907

評価・換算差額等

純資産
合計

その他 
有価証券 
評価差額 

金

土地
再評価 
差額金

評価・ 
換算差額 
等合計

平成18年3月31日残高 
(百万円)

421 7,542 7,963 46,841

中間会計期間中の 
変動額

剰余金の配当 (注) △ 352

役員賞与 (注) △ 60

別途積立金の積立 
(注)

―

中間純利益 1,406

自己株式の処分 43

自己株式の取得 △ 8

株主資本以外の 
項目の中間会計 
期間中の変動額 
(純額)

△ 98 △ 98 △ 98

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△ 98 ― △ 98 931

平成18年9月30日残高 
(百万円)

322 7,542 7,864 47,772



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他 
資本剰余金 資本

剰余金 
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計受贈益

自己株式
処分差益

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年3月31日残高 
(百万円)

14,120 12,899 0 50 12,950 920 11,513 2,283 14,718 △ 1,461 40,327

中間会計期間中の 
変動額

剰余金の配当 △ 385 △ 385 △ 385

別途積立金の積立 1,400 △ 1,400 ― ―

中間純利益 1,598 1,598 1,598

自己株式の処分 21 21 35 56

自己株式の取得 △ 3 △ 3

株主資本以外の 
項目の中間会計 
期間中の変動額 
(純額)

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― 21 21 ― 1,400 △ 187 1,212 32 1,266

平成19年9月30日残高 
(百万円)

14,120 12,899 0 72 12,972 920 12,913 2,096 15,930 △ 1,429 41,594

評価・換算差額等

純資産
合計

その他 
有価証券 
評価差額 

金

土地
再評価 
差額金

評価・ 
換算差額 
等合計

平成19年3月31日残高 
(百万円)

295 7,542 7,837 48,165

中間会計期間中の 
変動額

剰余金の配当 △ 385

別途積立金の積立 ―

中間純利益 1,598

自己株式の処分 56

自己株式の取得 △ 3

株主資本以外の 
項目の中間会計 
期間中の変動額 
(純額)

△ 93 △ 93 △ 93

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△ 93 ― △ 93 1,172

平成19年9月30日残高 
(百万円)

201 7,542 7,743 49,338



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 1 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目及び平成18年11月の取締役会決議による中間配当であります。 

   2 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他 
資本剰余金 資本

剰余金 
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計受贈益

自己株式
処分差益

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 
(百万円)

14,120 12,899 0 11 12,911 920 10,113 2,335 13,369 △ 1,523 38,878

事業年度中の変動額

剰余金の配当 (注)1 △ 672 △ 672 △ 672

役員賞与 (注)2 △ 60 △ 60 △ 60

別途積立金の積立 
(注)2

1,400 △ 1,400 ― ―

当期純利益 2,080 2,080 2,080

自己株式の処分 39 39 74 113

自己株式の取得 △ 12 △ 12

株主資本以外の 
項目の事業年度 
中の変動額(純額)

事業年度中の変動額 
合計(百万円)

― ― ― 39 39 ― 1,400 △ 51 1,348 62 1,449

平成19年3月31日残高 
(百万円)

14,120 12,899 0 50 12,950 920 11,513 2,283 14,718 △ 1,461 40,327

評価・換算差額等

純資産
合計

その他 
有価証券 
評価差額 

金

土地
再評価 
差額金

評価・ 
換算差額 
等合計

平成18年3月31日残高 
(百万円)

421 7,542 7,963 46,841

事業年度中の変動額

剰余金の配当 (注)1 △ 672

役員賞与 (注)2 △ 60

別途積立金の積立 
(注)2

―

当期純利益 2,080

自己株式の処分 113

自己株式の取得 △ 12

株主資本以外の 
項目の事業年度 
中の変動額(純額)

△ 126 △ 126 △ 126

事業年度中の変動額 
合計(百万円)

△ 126 ― △ 126 1,323

平成19年3月31日残高 
(百万円)

295 7,542 7,837 48,165



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基
準及び評価方法

満期保有目的の債券
  …償却原価法(定額法)
子会社株式及び
関連会社株式
  …移動平均法による原

価法
その他有価証券
 時価のあるもの
  …中間決算末日の市場

価格等に基づく時価
法(評価差額は、全
部純資産直入法によ
り処理し、売却原価
は、移動平均法によ
り算定)

満期保有目的の債券
 …同左

子会社株式及び
関連会社株式
 …同左

その他有価証券
時価のあるもの
 …同左

満期保有目的の債券
 …同左

子会社株式及び
関連会社株式
 …同左

その他有価証券
時価のあるもの
 …決算期末日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は、全部
純資産直入法により
処理し、売却原価
は、移動平均法によ
り算定)

 時価のないもの
  …移動平均法による原

価法

時価のないもの
 …移動平均法による原

価法

時価のないもの
 …移動平均法による原

価法
    なお、投資事業有

限責任組合及びそれ
に類する組合への出
資(証券取引法第2条
第2項により有価証
券とみなされるも
の)については、組
合契約に規定される
決算報告日に応じて
入手可能な最近の決
算書を基礎とし、配
当が債権として確定
しているものは売掛
金として、再投資が
予定されているもの
については持分相当
額を純額で出資額に
取り込む方法によっ
ています。

   なお、投資事業有
限責任組合及びそれ
に類する組合への出
資(金融商品取引法
第2条第2項により有
価証券とみなされる
もの)については、
組合契約に規定され
る決算報告日に応じ
て入手可能な最近の
決算書を基礎とし、
配当が債権として確
定しているものは売
掛金として、再投資
が予定されているも
のについては持分相
当額を純額で出資額
に取り込む方法によ
っています。 

   なお、投資事業有
限責任組合及びそれ
に類する組合への出
資（証券取引法第２
条第２項により有価
証券とみなされるも
の）については、組
合契約に規定される
決算報告日に応じて
入手可能な最近の決
算書を基礎とし、配
当が債権として確定
しているものは売掛
金として、再投資が
予定されているもの
については持分相当
額を純額で取り込む
方法によっていま
す。

２ たな卸資産の評価
基準及び評価方法

 ・販売用不動産
 …個別法による原価法

 ・仕掛販売用不動産
 …個別法による原価法

 ・開発不動産
 …個別法による原価法

 ・貯蔵品
 …先入先出法による
  原価法

同左 同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 固定資産の減価償
却の方法

(1)有形固定資産
  …定率法を採用してい

ます。ただし、平成
10年４月1日以降に
取得した建物(建物
附属設備を除く)及
び東京サンケイビル
の有形固定資産(器
具及び備品を除く)
については、定額法
を採用しています。 
 なお、主な耐用年
数は、以下のとおり
であります。
建物
…50年、38年、15年
その他(構築物)
…15年
その他(機械装置)
…17年、15年
その他(器具及び備
品)
…15年、６年

(1)有形固定資産
 …同左

(1)有形固定資産
 …同左

(会計方針の変更)
  法人税法の改正（(所得

税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30

日 法律第６号)及び(法

人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年

３ 月 30 日 政 令 第 83

号)）に伴い、当中間会

計期間から、平成19年

４月１日以降に取得し

たものについては、改

正後の法人税法に基づ

く方法に変更しており

ます。これによる損益

に与える影響は軽微で

あります。
(追加情報)

  当中間会計期間から、

平成19年３月31日以前

に取得したものについ

ては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌

事業年度から５年間で

均等償却する方法によ

っております。これに

よる損益に与える影響

は軽微であります。

(2)無形固定資産
  …定額法を採用してい

ます。
   なお、ソフトウェア

(自社利用)について
は、社内における利
用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用
しています。

(2)無形固定資産
  …同左

(2)無形固定資産
  …同左



項目

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 繰延資産の処理方

法

新株発行費

 …３年で毎期均等額以

上を償却していま

す。

社債発行費

 …支出時に全額費用処

理しています。

新株発行費

 …３年で毎期均等額以

上を償却していま

す。

社債発行費

 …同左

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

  …債権の貸倒れによる
損失に備えるため、
一般債権について
は、貸倒実績率によ
る計算額を、貸倒懸
念債権等特定の債権
については個別に回
収可能性を検討し、
回収不能見込額を計
上しています。

(1)貸倒引当金

  …同左

(1)貸倒引当金

  …同左

(2)賞与引当金

  …従業員の賞与支給に
備えるため、賞与支
給見込額の当中間会
計期間負担額を計上
しています。

(2)賞与引当金

  …同左

(2)賞与引当金

  …従業員の賞与支給に
備えるため、賞与支
給見込額の当期負担
額を計上していま
す。

(3)役員賞与引当金

  …役員に対して支給す
る賞与の支出に充て
るため、支給見込額
の当中間会計期間負
担額を計上しており
ます。

(3)役員賞与引当金

  …同左

(3)役員賞与引当金

  …役員に対して支給す
る賞与の支出に充て
るため、支給見込額
の当事業年度負担額
を計上しておりま
す。

(4)退職給付引当金

  …従業員の退職給付に
備えるため、当中間
会計期間末退職給付
債務を計上していま
す。

    なお、退職給付債
務の金額は、簡便法
（当中間会計期間末
自己都合要支給額）
によっています。

(4)退職給付引当金

  …同左

(4)退職給付引当金

  …従業員の退職給付に
備えるため、当期末
退職給付債務を計上
しています。

    なお、退職給付債
務の金額は、簡便法
（当期末自己都合要
支給額）によってい
ます。

(5)役員退職引当金

  …役員の退職金の支給
に充てるため、内規
に基づく中間会計期
間末要支給額を計上
しています。

(5)役員退職引当金

  …同左

(5)役員退職引当金

  …役員の退職金の支給
に充てるため、内規
に基づく期末要支給
額を計上していま
す。

６ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。

同左 同左



項目

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための重要な

事項

 消費税及び地方消費税の

会計処理 

 消費税等については、税

抜方式を採用しており、期

中納付額及び仕入等に係る

仮払消費税等と売上等に係

る仮受消費税等を相殺した

金額を、流動負債の「その

他」に含めて表示していま

す。

(1)消費税及び地方消費税

の会計処理

  …同左

 消費税及び地方消費税の

会計処理 

 税抜方式によっていま

す。なお、控除対象外消費

税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理し

ております。

(2)支払利息の原価算入

  …西梅田プロジェクト

は、長期かつ巨額な

設備投資であるた

め、建設期間中の借

入金利息は、当該資

産の取得原価に算入

しており、当中間会

計期間の算入金額は

41百万円となってお

ります。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第4号)を適用しております。これ

により、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益はそれぞれ30百万円

減少しております。

― （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号)を適用しております。これ

により、従来の方法によった場合と

比較して、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ60百万

円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8号)を

適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。なお、

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は、47,772百万円でありま

す。

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用

しております。これによる損益に与

える影響はありません。なお、従来

の「資本の部」の合計に相当する金

額は、48,165百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

― ― （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正）

 当事業年度から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 最終改正 平成18年８月11日 企

業会計基準第１号）及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 最終改正 平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。



  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（特定目的会社等を利用した不動産

事業）

 特定目的会社等を利用した不動産

事業に係る損益は、従来営業外損益

に計上しておりましたが、当中間会

計期間より営業損益として計上する

方法に変更いたしました。 

 これは、平成18年6月29日開催の

当社定時株主総会において定款の一

部変更が承認可決され、新たな事業

目的として「特定目的会社、特別目

的会社(財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則に定める会

社)及び不動産投資信託に対する出

資並びに出資持分の売買、仲介及び

管理」を追加し、同取引を営業取引

として行うこととしたために変更す

るものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、売上高は

1,400百万円、売上総利益及び営業

利益はそれぞれ1,399百万円増加し

ておりますが、経常利益に与える影

響はありません。

 また、上記の取扱いに際し、「投

資その他の資産」に含めて表示して

おりました特定目的会社等を利用し

て不動産事業を行っている物件に係

る匿名組合出資等の科目見直しを行

い、売却目的で保有するものは流動

資産の「営業目的有価証券」、長期

保有目的のものは固定資産の「投資

その他の資産」として表示すること

としました。 

 さらに、従来組合等の決算書を基

礎として持分相当額を純額で出資額

に取り込む方法によっておりました

が、配当が債権として確定している

ものは売掛金として、再投資が予定

されているものについては持分相当

額を純額で出資額に取り込む方法に

変更しております。 

 これらの変更により、従来の方法

によった場合と比較して、「売掛

金」15百万円、「営業目的有価証

券」634百万円が増加し、「投資そ

の他の資産」650百万円が減少して

おります。

―

 

（特定目的会社等を利用した不動産

事業）

 特定目的会社等を利用した不動産

事業に係る損益は、従来営業外損益

に計上しておりましたが、当事業年

度より営業損益として計上する方法

に変更いたしました。 

 これは、平成18年６月29日開催の

当社定時株主総会において定款の一

部変更が承認可決され、新たな事業

目的として「特定目的会社、特別目

的会社(財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則に定める会

社)及び不動産投資信託に対する出

資並びに出資持分の売買、仲介及び

管理」を追加し、同取引を営業取引

として行うこととしたために変更す

るものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、売上高は

2,124百万円、売上総利益及び営業

利益はそれぞれ2,099百万円増加し

ておりますが、経常利益に与える影

響はありません。 

 また、上記の取扱いに際し、「投

資有価証券」に含めて表示しており

ました特定目的会社等を利用して不

動産事業を行っている物件に係る匿

名組合出資等の科目見直しを行い、

売却目的で保有するものは流動資産

の「営業目的有価証券」、長期保有

目的のものは固定資産の「長期営業

目的有価証券」及び「関係会社長期

営業目的有価証券」として表示する

こととしました。 

 さらに、従来組合等の決算書を基

礎として持分相当額を純額で出資額

に取り込む方法によっておりました

が、配当が債権として確定している

ものは売掛金として、再投資が予定

されているものについては持分相当

額を純額で出資額に取り込む方法に

変更しております。 

 これらの変更により、従来の方法

によった場合と比較して、「営業目

的有価証券」619百万円、「長期営

業目的有価証券」4,497百万円、

「関係会社長期営業目的有価証券」

1,092百万円が増加し、「投資有価

証券」6,209百万円減少しておりま

す。



次へ 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― ― （ストック・オプション等に関する

会計基準等）

 当事業年度から「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第８号）及び「ス

トック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正 平成 18年５月 31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

― ―

 

（繰延資産の会計処理）

 当事業年度から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業

会計基準委員会実務対応報告第19

号 平成18年８月11日）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

― (中間貸借対照表)

 前中間会計期間において、投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しておりました「長期営業目的有

価証券」(前中間会計期間4,155百万円)については、資

産総額の100分の５超となったため、当中間会計期間よ

り区分掲記しております。

― (中間損益計算書)

 前中間会計期間において、営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「保険返戻金」(前中間会

計期間0百万円)については、営業外収益の総額の100分

の10超となったため、当中間会計期間より区分掲記し

ております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業度末 
(平成19年３月31日)

 

※１ 減価償却 
   累計額

16,976百万円

 

※１ 減価償却
   累計額

18,971百万円

 

※１ 減価償却
   累計額

17,890百万円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
※１ 減価償却実施額

有形固定資産 1,087百万円

無形固定資産 4百万円

 
※１ 減価償却実施額

有形固定資産 1,107百万円

無形固定資産 4百万円

 
※１ 減価償却実施額

有形固定資産 2,221百万円

無形固定資産 8百万円

 
※２ 特別損失

固定資産 
除却損

8百万円

建替関連損失 17百万円

 
※２ 特別損失

固定資産
除却損

2百万円

建替関連損失 2百万円

 
※２ 特別損失

固定資産
除却損

31百万円

建替関連損失 35百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       9,816株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少      738株 

 ストック・オプション行使による減少   77,000株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       2,517株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少      339株 

 ストック・オプション行使による減少   98,000株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      13,399株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少       930株 

 ストック・オプション行使による減少   207,000株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4,273,080 9,816 77,738 4,205,158

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4,078,549 2,517 98,339 3,982,727

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,273,080 13,399 207,930 4,078,549



(リース取引関係) 

 
  

(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日)及び当中間会計期間末(平成19年９月30日)並びに前事業年度

末(平成19年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は、所有していません。 

  

(１株当たり情報) 

  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 (1) リース物件の取

得価額相当額、

減価償却累計額

相当額及び中間

期末(期末)残高

相当額

 

器具及 
び備品 

(百万円)

車両 
運搬具 

(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 77 ― 77

減価償却 
累計額 
相当額

35 ― 35

中間 
期末残高 
相当額

42 ― 42

器具及 
び備品 

(百万円)

車両 
運搬具 

(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 81 11 92

減価償却 
累計額 
相当額

48 3 51

中間 
期末残高 
相当額

32 7 40

器具及 
び備品 

(百万円)

車両 
運搬具 

(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 83 11 94

減価償却 
累計額 
相当額

43 1 45

期末残高 
相当額 39 9 49

 (2) 未経過リース料

中間期末(期末)

残高相当額

１年以内 15百万円

１年超 28百万円

合計 43百万円

１年以内 19百万円

１年超 22百万円

合計 41百万円

１年以内 19百万円

１年超 30百万円

合計 50百万円

 (3) 支払リース料、

減価償却費相当

額及び支払利息

相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費
相当額

7百万円

支払利息
相当額

0百万円

支払リース料 10百万円

減価償却費
相当額

10百万円

支払利息
相当額

0百万円

支払リース料 19百万円

減価償却費
相当額

17百万円

支払利息
相当額

1百万円

 (4) 減価償却費相当

額及び利息相当

額の算定方法

 減価償却費相当額の算定

方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零と

する定額法によっていま

す。

同左 同左

 利息相当額の算定方法

は、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各

期への配分方法について

は、利息法によっていま

す。

(減損損失について） 

 リース資産に配分された

減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略し

ております。

 

 



(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（社債発行に関する事項）

 平成18年10月２日開催の当社取締

役会の決議に基づき、以下のように

社債を発行しております。

(1)社債の概要

①社債の種類

 第１回無担保社債

 (社債間限定同順位特約付)

②社債総額

 100億円

③各社債の金額

 1億円

④利率

 年1.61％

⑤払込価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑥償還価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑦償還方法

 満期一括償還及び買入償却

⑧償還期限

 平成23年11月８日

(2)発行の時期

平成18年11月８日

(3)資金の使途

設備資金、投融資資金、 

運転資金、借入金返済資金

― ―

（特別目的会社への重要な出資に関

する事項）

 当社は、平成18年10月19日付で東

京都港区赤坂において商業施設を開

発するための特別目的会社へ以下の

ように出資割合100％の匿名組合出

資を行っております。

特別目的会社の概要

①名称

 ㈲オー・エム・シー・ビー開発

②出資金

 300万円

③上記における当社の出資割合

 0％

④匿名組合出資金

 11億500万円

⑤上記における当社の出資割合

 100％

（特別目的会社への重要な出資に関

する事項）

 当社は、平成19年11月28日付で東

京都港区港南においてオフィスビル

を開発するための特別目的会社へ以

下のように出資割合100％の優先出

資を行っております。なお、当該特

別目的会社は子会社に該当いたしま

す。

特別目的会社の概要

①名称

 特定目的会社オー・エム・シ  

 ー・エフ開発

②出資金

 10万円

③上記における当社の出資割合

 0％

④優先出資金

 19億1000万円

⑤上記における当社の出資割合

 100％

―



(2) 【その他】 

平成19年11月９日開催の取締役会において、第81期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の

中間配当について次のとおり支払うことを決議しました。 

 
(注) 平成19年９月30日現在の 終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者

に対し、支払いを行います。 

  

(1) 中間配当による配当金の総額……………… 386百万円

(2) １株当たりの金額…………………………… １株につき金６円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…… 平成19年12月４日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第80期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書 
の訂正報告書

平成19年10月19日 
関東財務局長に提出

第80期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に対する
訂正報告書であります。

(3) 発行登録書追補書類 
及びその添付書類

平成19年９月12日 
関東財務局長に提出

(4) 訂正発行登録書 平成19年６月29日 
平成19年10月19日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１８年１２月２７日

株式会社サンケイビル 

取締役会 御中 

  
 

  
 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社サンケイビルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社サンケイビル及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は特定目

的会社等を利用した不動産事業に係る損益を従来、営業外損益に計上していたが、当中間連結会計期

間より営業損益として計上する方法に変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日開催の取締役会決議に基づき、第

１回無担保社債を平成18年11月８日に発行した。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年10月19日に有限会社オー・エム・シー・ビー開発へ

匿名組合出資を行った。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
  

  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 市  田     龍  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 伊  藤  嘉  章  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１９年１２月２１日

株式会社サンケイビル 

取締役会 御中 

  
 

  
 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社サンケイビルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社サンケイビル及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年11月28日に特定目的会社オー・エム・シー・エフ開発

へ優先出資を行い連結子会社としている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
  

  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 市  田     龍  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 伊  藤  嘉  章  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 前  川  英  樹  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１８年１２月２７日

株式会社サンケイビル 

取締役会 御中 

  
 

  
 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社サンケイビルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第80期事業年度の中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社サンケイビルの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は特定目的会

社等を利用した不動産事業に係る損益を従来、営業外損益に計上していたが、当中間会計期間より営

業損益として計上する方法に変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日開催の取締役会決議に基づき、第

１回無担保社債を平成18年11月８日に発行した。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年10月19日に有限会社オー・エム・シー・ビー開発へ

匿名組合出資を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 市  田     龍  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 伊  藤  嘉  章  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成１９年１２月２１日

株式会社サンケイビル 

取締役会 御中 

  
 

  
 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社サンケイビルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第81期事業年

度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社サンケイビルの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年11月28日に特定目的会社オー・エム・シー・エフ開発

へ優先出資を行い子会社としている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 市  田     龍  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 伊  藤  嘉  章  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 前  川  英  樹  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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